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町町のの決算決算
　みなさんが納めた税金や国からの交付金
などの収入を、どのような目的で、いくら
使ったかをお知らせします。

　収入から支出を引いた額は、５億２,３４０万円で
黒字となっています。このなかには、令和７年度
中に完成しなかったため令和８年度に繰り越す事
業に充てる収入も含まれています。その額を除い
た実質収支は、２億４,００９万円の黒字です。

　収入は、令和６年度よりも７億６,４８５万円多くな
りました。これは、町税の増、児童手当交付金や物
価高対応子育て応援手当支給事業費補助金などの国
庫支出金や公立学校情報機器整備事業費補助金など
の県支出金の増、シルバー人材センター跡地の土地
売払収入などが影響しています。
  収入の内訳は、町税など町が主体的に収入できる自
主財源が約５７.９％であり、国や県からの交付金や町
の借金である町債などの依存財源は約４２.１％です。
　また、町税は、個人町民税や固定資産税などが
増加したため３億７,４３１万円（＋７.２％）の増加と
なっています。

住民１人当たりの金額：合計５５万５,５６５円� （令和８年３月末人口：３万３,２２７人）
町 税 繰 越 金 財産収入 諸 収 入 使用料および手数料

１６万７,３８４円 １万４,３４３円 １万２,７８２円 ９,２８１円 ７,２２６円

分担金および負担金 繰入金（基金の取り崩し） 寄 附 金 国 庫 支 出 金 地 方 交 付 税

９６２円 ２万７,４１５円 ８万２,３６２円 ９万３,９１１円 ４万４,２３２円

県支出金 町債（借入金） 地方消費税交付金 その他

３万９,５９３円 １万６,３８４円 ２万８,５３０円 １万１,１５９円

町税町税
55億6,166万円55億6,166万円

依存財源依存財源
77億6,879万円77億6,879万円

自主財源自主財源
106億9,098万円106億9,098万円

繰越金繰越金
４億7,658万円４億7,658万円

その他その他
19億1,609万円19億1,609万円

寄附金寄附金
27億3,665万円27億3,665万円

国庫支出金国庫支出金
31億2,037万円31億2,037万円

地方交付税地方交付税
14億6,970万円14億6,970万円

県支出金県支出金
13億1,557万円13億1,557万円

その他　３億7,077万円
地方譲与税� 8,700万円
地方特例交付金� 3,305万円
環境性能割交付金� 1,651万円
利子割交付金� 891万円
その他� ２億2,530万円

合計
184億5,977万円

町債　５億4,440万円町債　５億4,440万円

地方消費税交付金地方消費税交付金
　９億4,798万円９億4,798万円 収 入収 入

※金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

財産収入� ４億2,472万円
諸収入� ３億838万円
使用料および手数料�２億4,010万円
分担金および負担金� 3,196万円
繰入金� ９億1,093万円

収　入

一 般一 般 会 計会 計

ふるさと寄附金� 27億2,426万円
企業版ふるさと寄附金� 1,100万円
一般寄附金� 139万円
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　支出は、令和６年度よりも７億１，８０３万円多くなりました。
  目的別にみると、総務費や諸支出金などが減り、民生費や教育費、
土木費などが増えています。
　総務費は、ふるさと納税事業委託料の減などにより４億２,３９４万円

（△１２.７％）の減少、諸支出金は、財政調整基金費やふるさと応援基
金費の積立金の減により８億４,５２６万円（△３２.６%）減少しています。
  一方、民生費は物価高騰対応定額給付金給付事業費や児童手当の増
などにより８億５,６２６万円（＋１８.３％）の増加、教育費は小中学校の
施設整備工事費や学習用タブレットの更新などにより５億８,４８１万円

（＋２４.１％）増加、土木費は土地区画整理事業費や公共下水道事業負
担金などの増により５億１,０５４万円（＋４８.９％）増加しています。

住民１人当たりの金額：合計５３万９,８１３円� （令和８年３月末人口：３万３,２２７人）
民 生 費 教 育 費 総 務 費 衛 生 費

１６万６,９２８円 ９万７２３円 ８万７,６１８円 ３万１,９７１円

公 債 費 土 木 費 諸支出金（基金積立金を含む） 消 防 費

３万２,５８６円 ４万６,７６１円 ５万２,５１２円 １万６,８４６円

農林水産業費 議 会 費 商 工 費 災 害 復 旧 費

５,００７円 ３,８３８円 ２,６９１円 ２,３３３円

民生費民生費
55億4,651万円55億4,651万円

教育費教育費
30億1,444万円30億1,444万円

総務費総務費
29億1,128万円29億1,128万円

衛生費衛生費
10億6,231万円10億6,231万円

公債費公債費
10億8,274万円10億8,274万円

土木費土木費
15億5,373万円15億5,373万円

諸支出金諸支出金
17億4,481万円17億4,481万円

消防費　5億5,973万円消防費　5億5,973万円

農林水産業費農林水産業費
１億6,637万円１億6,637万円

その他　２億9,445万円その他　２億9,445万円
議会費� １億2,751万円
商工費� 8,943万円
災害復旧費� 7,751万円 支 出支 出

※�金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

合計
179億3,637万円

○�新宮中学校体育館空調機
　設置等工事
� １億３,８７１万円      
　�熱中症対策のため空調機を設置

○新宮東小学校昇降機設置工事
� ７,３５３万円
　�バリアフリー整備のため昇降機を

設置

○新宮町杜の宮テニスコート
　人工芝張替工事                             
� ４,１６５万円
　�良質な競技環境の整備のため人工

芝を更新

令和７年度に実施した

主な事業 ￥

支　出

令和７年度　令和７年度　町町のの決算決算 問い合わせ先　役場政策経営課　☎９６２－０２３０（直）
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　特別会計とは、特定の事業の内容や資金の運用状況をより分かりやすくするために、一般会計と分けて経
理をする会計です。本町には、４つの特別会計があります。

　町債とは、国や金融機関からの借金のことで、特定の事業を実施する場合に借り入れることが認められて
います。令和７年度は、学校施設の改修や道路事業などのために町債を発行しましたが、新たに発行した町
債の額が償還額を下回ったため現在高は減少しています。

　基金には、将来実施する事業の財源として積み立てる積立基金と、特定の事業を運営する資金となる定額
運用基金の２つがあります。家庭での預貯金に当たるものが、積立基金です。令和７年度は、学校施設整備
事業や土地区画整理事業などのためにふるさと応援基金など８億円を取り崩しましたが、財政調整基金やふ
るさと応援基金などに１６億５,５１０万円積み立てを行ったため基金現在高は増加しています。また、国民健
康保険出産費資金貸付基金は令和７年度に廃止となりました。

令和７年度　令和７年度　町町のの決算決算

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引
渡船事業特別会計 1億5,476万円 1億5,125万円 351万円
国民健康保険特別会計 24億7,938万円 24億1,250万円 6,688万円
後期高齢者医療特別会計 5億561万円 5億339万円 222万円
相島診療所事業特別会計 4,466万円 4,138万円 328万円

合　計 31億8,441万円 31億852万円 7,589万円

（町債現在高）
会計名 令和７年度 令和６年度

一般会計 118億6,078万円 123億4,520万円
渡船事業特別会計  3,791万円  5,292万円
水道事業会計 8億8,542万円 9億1,957万円
公共下水道事業会計 50億9,251万円 51億396万円
簡易水道事業会計 1億3,909万円 1億4,932万円
相島漁業集落環境整備事業会計 2,207万円 2,593万円

合　計 180億3,778万円 185億9,690万円

（基金現在高）
基金名 令和７年度 令和６年度

積立基金 130億2,771万円 122億4,712万円
財政調整基金 46億5,400万円 43億6,557万円
減債基金 9億5,708万円 10億2,834万円
災害対策基金 713万円 711万円
ふるさと応援基金 73億9,238万円 68億2,571万円
森林環境譲与税基金 778万円 1,120万円
宿泊税交付金基金 934万円 919万円

定額運用基金 1億4,150万円 1億4,390万円
土地開発基金 1億4,000万円 1億4,000万円
国民健康保険高額療養資金貸付基金 150万円 150万円
国民健康保険出産資金貸付基金 0万円 240万円

合　計 131億6,921万円 123億9,102万円

特　別　会　計

町　債

基　金
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　本町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落
環境整備事業会計の２会計にも地方公営企業法を一部適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記
による経理を行っています。

公　営　企　業　会　計

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失
１億３８７万円となり、水道料金のみで維持管理費用を
賄えていない状況です。一方で、営業外収益の加入金
は下府・三代の土地区画整理事業に伴い増加しました
が、今後は料金収入で維持管理費用を賄えるような経
営改善の取り組みが必要です。

水道事業を運営するための会計です。

相島の水道事業を運営するための会計です。

公共下水道事業を運営するための会計です。

相島の下水道事業を運営するための会計です。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失3,026
万円となり、簡易水道料金のみで維持管理費用を賄えず、
一般会計から補助金を繰り入れて運営しています。その
結果、当年度純利益は213万円となりました。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失３億4,117
万円となり、下水道使用料のみで維持管理費用を賄えていな
い状況のため、経営改善の取り組みが必要です。また、令和７
年８月の豪雨災害による特別損失と、災害復旧費を補填するた
めの特別利益が生じました。令和８年３月末時点の期末現金残
高は増えていますが、未払金の精算後は大幅に減少します。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失1,185
万円となり、排水施設使用料のみで維持管理費用を賄え
ず、一般会計から補助金を繰り入れて運営しています。そ
の結果、当年度純利益は151万円となりました。

水道事業会計

簡易水道事業会計

公共下水道事業会計

相島漁業集落環境整備事業会計

令和７年度 令和６年度 増減
給水人口 3万2,507人 3万2,166人 341人
水道料金 6億235万円 5億9,672万円 563万円
期末現金残高 9億4,811万円 8億8,770万円 6,041万円
企業債・利息償還額 1億3,221万円 1億4,479万円 △1,257万円

令和７年度 令和６年度 増減
給水人口 184人 210人 △26人
簡易水道料金 525万円 536万円 △11万円
期末現金残高 1,304万円 875万円 429万円
企業債・利息償還額 1,154万円 1,131万円 23万円

令和７年度 令和６年度 増減
処理人口 2万8,325人 2万7,991人 334人
下水道使用料 4億4,283万円 4億4,609万円 △326万円
期末現金残高 6億2,505万円 3億4,308万円 2億8,197万円
企業債・利息償還額 3億5,155万円 3億4,180万円 975万円

令和７年度 令和６年度 増減
処理人口 184人 210人 △26人
排水施設使用料 369万円 373万円 △4万円
期末現金残高 728万円 982万円 △254万円
企業債・利息償還額 408万円 407万円 1万円

増減 増減
341人 334人

563万円 -326万円
6,041万円 2億8,197万円
-1,257万円 975万円

増減 増減
-26人 -26人

-11万円 -4万円
429万円 -254万円
23万円 1万円

3億4,180万円

407万円企業債・利息償還額 1,154万円 1,131万円 企業債・利息償還額 408万円

1億4,479万円企業債・利息償還額 1億3,221万円 企業債・利息償還額 3億5,155万円

〇損益計算書（税抜） 〇損益計算書(税抜)

公　営　企　業　会　計
　町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落環境整備事業会計の２会計にも
地方公営企業法を一部適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記による経理を行っています。

水道事業会計 公共下水道事業会計
　水道事業を運営するための会計です。 　公共下水道事業を運営するための会計です。

2万7,991人
令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度

給水人口 3万2,507人 3万2,166人 処理人口 2万8,325人

3億4,308万円
水道料金 6億235万円 5億9,672万円 下水道使用料 4億4,283万円 4億4,609万円

期末現金残高 9億4,811万円 8億8,770万円 期末現金残高 6億2,505万円

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失１億３８７万円とな
り、水道料金のみで維持管理費用を賄えていない状況です。一方で、営
業外収益の加入金は下府・三代の土地区画整理事業に伴い増加しました
が、今後は料金収入で維持管理費用を賄えるような経営改善の取り組み
が必要です。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失3億4,117万円とな
り、下水道使用料のみで維持管理費用を賄えていない状況のため、経営
改善の取り組みが必要です。また、令和7年8月の豪雨災害による特別損
失と、災害復旧費を補填するための特別利益が生じました。令和8年3月
末時点の期末現金残高は増えていますが、未払金の精算後は大幅に減少
します。

210人

簡易水道事業会計 相島漁業集落環境整備事業
　相島の水道事業を運営するための会計です。 　相島の下水道事業を運営するための会計です。

令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度
給水人口 184人 210人 処理人口 184人

373万円
期末現金残高 1,304万円 875万円 期末現金残高

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失3,026万円となり、
簡易水道料金のみで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り
入れて運営しています。その結果、当年度純利益は213万円となりまし
た。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失1,185万円となり、
排水施設使用料のみで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰
り入れて運営しています。その結果、当年度純利益は151万円となりま
した。

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

728万円 982万円
給水収益 525万円 536万円 排水施設使用料 369万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 万
0 50,000 100,000 150,000

万

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
万

0 1,000 2,000 3,000
万

営業収益（水道料金含む）
　6億817万円

営業費用
7億1,204万円

営業外収益
2億3,116万円

純利益
1億811万円

営業外費用
1,918万円

増減 増減
341人 334人

563万円 -326万円
6,041万円 2億8,197万円
-1,257万円 975万円

増減 増減
-26人 -26人

-11万円 -4万円
429万円 -254万円
23万円 1万円

3億4,180万円

407万円企業債・利息償還額 1,154万円 1,131万円 企業債・利息償還額 408万円

1億4,479万円企業債・利息償還額 1億3,221万円 企業債・利息償還額 3億5,155万円

〇損益計算書（税抜） 〇損益計算書(税抜)

公　営　企　業　会　計
　町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落環境整備事業会計の２会計にも
地方公営企業法を一部適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記による経理を行っています。

水道事業会計 公共下水道事業会計
　水道事業を運営するための会計です。 　公共下水道事業を運営するための会計です。

2万7,991人
令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度

給水人口 3万2,507人 3万2,166人 処理人口 2万8,325人

3億4,308万円
水道料金 6億235万円 5億9,672万円 下水道使用料 4億4,283万円 4億4,609万円

期末現金残高 9億4,811万円 8億8,770万円 期末現金残高 6億2,505万円

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失１億３８７万円とな
り、水道料金のみで維持管理費用を賄えていない状況です。一方で、営
業外収益の加入金は下府・三代の土地区画整理事業に伴い増加しました
が、今後は料金収入で維持管理費用を賄えるような経営改善の取り組み
が必要です。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失3億4,117万円とな
り、下水道使用料のみで維持管理費用を賄えていない状況のため、経営
改善の取り組みが必要です。また、令和7年8月の豪雨災害による特別損
失と、災害復旧費を補填するための特別利益が生じました。令和8年3月
末時点の期末現金残高は増えていますが、未払金の精算後は大幅に減少
します。

210人

簡易水道事業会計 相島漁業集落環境整備事業
　相島の水道事業を運営するための会計です。 　相島の下水道事業を運営するための会計です。

令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度
給水人口 184人 210人 処理人口 184人

373万円
期末現金残高 1,304万円 875万円 期末現金残高

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失3,026万円となり、
簡易水道料金のみで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り
入れて運営しています。その結果、当年度純利益は213万円となりまし
た。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失1,185万円となり、
排水施設使用料のみで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰
り入れて運営しています。その結果、当年度純利益は151万円となりま
した。

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

728万円 982万円
給水収益 525万円 536万円 排水施設使用料 369万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 万
0 50,000 100,000 150,000

万

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
万

0 1,000 2,000 3,000
万

営業収益（下水道使用料含む）
5億3,369万円

営業費用　8億7,486万円

営業外収益
4億1,327万円

営業外費用
9,089万円 純利益

3,410万円

特別損失
1億8,168万円

特別利益
2億3,457万円

〇損益計算書（税抜）

〇損益計算書（税抜）

〇損益計算書（税抜）

〇損益計算書（税抜）

増減 増減
341人 334人

563万円 -326万円
6,041万円 2億8,197万円
-1,257万円 975万円

増減 増減
-26人 -26人

-11万円 -4万円
429万円 -254万円
23万円 1万円

3億4,180万円

407万円企業債・利息償還額 1,154万円 1,131万円 企業債・利息償還額 408万円

1億4,479万円企業債・利息償還額 1億3,221万円 企業債・利息償還額 3億5,155万円

〇損益計算書（税抜） 〇損益計算書(税抜)

公　営　企　業　会　計
　町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落環境整備事業会計の２会計にも
地方公営企業法を一部適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記による経理を行っています。

水道事業会計 公共下水道事業会計
　水道事業を運営するための会計です。 　公共下水道事業を運営するための会計です。

2万7,991人
令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度

給水人口 3万2,507人 3万2,166人 処理人口 2万8,325人

3億4,308万円
水道料金 6億235万円 5億9,672万円 下水道使用料 4億4,283万円 4億4,609万円

期末現金残高 9億4,811万円 8億8,770万円 期末現金残高 6億2,505万円

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失１億３８７万円とな
り、水道料金のみで維持管理費用を賄えていない状況です。一方で、営
業外収益の加入金は下府・三代の土地区画整理事業に伴い増加しました
が、今後は料金収入で維持管理費用を賄えるような経営改善の取り組み
が必要です。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失3億4,117万円とな
り、下水道使用料のみで維持管理費用を賄えていない状況のため、経営
改善の取り組みが必要です。また、令和7年8月の豪雨災害による特別損
失と、災害復旧費を補填するための特別利益が生じました。令和8年3月
末時点の期末現金残高は増えていますが、未払金の精算後は大幅に減少
します。

210人

簡易水道事業会計 相島漁業集落環境整備事業
　相島の水道事業を運営するための会計です。 　相島の下水道事業を運営するための会計です。

令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度
給水人口 184人 210人 処理人口 184人

373万円
期末現金残高 1,304万円 875万円 期末現金残高

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失3,026万円となり、
簡易水道料金のみで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り
入れて運営しています。その結果、当年度純利益は213万円となりまし
た。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失1,185万円となり、
排水施設使用料のみで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰
り入れて運営しています。その結果、当年度純利益は151万円となりま
した。

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

728万円 982万円
給水収益 525万円 536万円 排水施設使用料 369万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 万
0 50,000 100,000 150,000

万

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
万

0 1,000 2,000 3,000
万

営業外収益　1,383万円

営業外費用
47万円

純利益
151万円

営業収益
369万円

営業費用　1,555万円

増減 増減
341人 334人

563万円 -326万円
6,041万円 2億8,197万円
-1,257万円 975万円

増減 増減
-26人 -26人

-11万円 -4万円
429万円 -254万円
23万円 1万円

3億4,180万円

407万円企業債・利息償還額 1,154万円 1,131万円 企業債・利息償還額 408万円

1億4,479万円企業債・利息償還額 1億3,221万円 企業債・利息償還額 3億5,155万円

〇損益計算書（税抜） 〇損益計算書(税抜)

公　営　企　業　会　計
　町では、水道事業会計、公共下水道事業会計に加えて、令和６年度に簡易水道事業会計、相島漁業集落環境整備事業会計の２会計にも
地方公営企業法を一部適用し、現在は４会計が公営企業会計として複式簿記による経理を行っています。

水道事業会計 公共下水道事業会計
　水道事業を運営するための会計です。 　公共下水道事業を運営するための会計です。

2万7,991人
令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度

給水人口 3万2,507人 3万2,166人 処理人口 2万8,325人

3億4,308万円
水道料金 6億235万円 5億9,672万円 下水道使用料 4億4,283万円 4億4,609万円

期末現金残高 9億4,811万円 8億8,770万円 期末現金残高 6億2,505万円

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失１億３８７万円とな
り、水道料金のみで維持管理費用を賄えていない状況です。一方で、営
業外収益の加入金は下府・三代の土地区画整理事業に伴い増加しました
が、今後は料金収入で維持管理費用を賄えるような経営改善の取り組み
が必要です。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失3億4,117万円とな
り、下水道使用料のみで維持管理費用を賄えていない状況のため、経営
改善の取り組みが必要です。また、令和7年8月の豪雨災害による特別損
失と、災害復旧費を補填するための特別利益が生じました。令和8年3月
末時点の期末現金残高は増えていますが、未払金の精算後は大幅に減少
します。

210人

簡易水道事業会計 相島漁業集落環境整備事業
　相島の水道事業を運営するための会計です。 　相島の下水道事業を運営するための会計です。

令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度
給水人口 184人 210人 処理人口 184人

373万円
期末現金残高 1,304万円 875万円 期末現金残高

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失3,026万円となり、
簡易水道料金のみで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰り
入れて運営しています。その結果、当年度純利益は213万円となりまし
た。

　営業収益から営業費用を引いた営業収支は、損失1,185万円となり、
排水施設使用料のみで維持管理費用を賄えず、一般会計から補助金を繰
り入れて運営しています。その結果、当年度純利益は151万円となりま
した。

〇損益計算書(税抜) 〇損益計算書(税抜)

728万円 982万円
給水収益 525万円 536万円 排水施設使用料 369万円

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 万
0 50,000 100,000 150,000

万

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
万

0 1,000 2,000 3,000
万

営業外収益　3,433万円

営業外費用
193万円

純利益
213万円

営業収益
525万円

営業費用　3,552万円

5 No. 677


